
二地域居住先導的プロジェクト実装事業

〇二地域居住等の促進にあたっては、二地域居住等に伴う交通費、滞在費等の諸費用への支援、地域交通、医療・福祉、子育て・教育等
の地域における生活環境の整備、二地域居住先での納税や住民票等の地域への関わりの環境整備などが、今後の更なる課題となっており、
中長期的な検討が必要である。

○中長期的な課題の解決に向けた実証的なモデル事業をハード・ソフト一体的に実施し、その課題や効果・影響等を検証することにより、課題
の解決に資する対策や取組等の実装を図る。

・中長期的に検討すべき課題の解決のため、交通事業者、不動産会社等の民間事業者や自治体が実施する実証的なモデル事業をハード・ソフト両面から
パッケージで支援する。

中長期的な課題の解決に向けたパッケージプロジェクトへの支援

二地域居住者の負担の軽減や二地域居住先の居住環境の整備等への一体的な支援を通じて、対策の効果が相乗的に発揮されることにより、
二地域居住者が増加し、地方への人の流れの創出・拡大が図られ、地域の活性化につながる。

➢ 保育園、学校等に関する子育て・教育環境の制度面・手続き面の
課題に対する実証や環境整備

➢ 空き家の改修やテレワーク拠点施設等の整備 等

令和6年度補正予算：300百万円
令和7年度予算：10百万円

補助金・非公共

【支援対象例】

➢ 自治体等による二地域居住者への証明

➢ 住まいの滞在費や地域間の移動に伴う長距離交通費の定額化・低廉化

【支援対象経費】
・調査検討に要する経費
中長期的な課題の解決に向けた実施計画策定・コンソーシアム運営、

広報・広告、関係者の意見交換・合意形成、実施体制・仕組みの構築等
の検討経費
※交通運賃、宿泊費等、利用者への直接的な補助は除く

・実証実施に要する経費
中長期的な課題の解決に向けた交通定額化や二地域居住証明等に必要

なシステム等の整備・改修、区域外教育・保育の円滑運用の実証、二次
交通の確保、お試し居住施設の整備、コワーキングスペースの整備等に
要する経費

【補助率】
・調査検討に要する経費
定額（※上限額は2000万円）
・実証実施に要する経費
１／２

※事業が複数年度にわたる場合も事業実施可能

【事業主体】
・地方公共団体と民間事業者等とのコンソーシアム
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